政策研ニュース　No.44 by 科学技術政策研究所
敬策観二羅一ス
〈〃STEP八/ews
No。44May1992
科 学 技 術 庁科 学 技 術 政 策 研究 所
NATIONALINSTITUTE◎FSCIENCE
ANDTECHNOLOGYPOLICY
技 術 発 展 の 連 鎖
科学技術政策研究所所付(埼玉大学大学院政策科学研究科教授)
丹羽 富士雄
個々の技術革新 を眺 めれば 、特 に ブレー ク ・スルー型の技術 革新 の場合 には 、優れ た科学的発見
がその背後 にあ ると考 えられ る。また、そのよ うな技術革新 は工業生産活動の水準 を飛躍 的に向上
させ る。従 って 、そこには一見 、科学 的発見→ 技術革新→工業 生産 とい う連鎖が存在 し、この順で
各活動の水準が向上す るように見 える。
一方 、技術全 体(例 えば一国の)を 眺め ると、旺盛 な工業生 産活動 の中 で技術 が磨 かれ、それ に
伴 って幾多 の技術革新 が生 まれ る と考 えられ る。この傾向 は技術融合型 の技術革新に特徴 的で ある。
技術革新 が活発 になれ ばそれ につれて科学研究 も活発になる。ブレー ク ・スルー型 の技術革新 にお
いても、その後 それに関する科学研究が充実す る例は歴史上稀 ではない 。このよ うに考 えると、技
術全体 では、工業生産 →技術革新→科学 的発見 とい う連鎖 で各活動水準 が向上す ると考 える方 が妥
当であ る。
工業生産活動 は広い意味で社会 問題の技術 による解決であ り、初め に問題あ りきと考 えるな ら、
工業生産 か ら始 まる連 鎖の方 に妥 当性があ る。また、日本 の場合 には科学 技術指標 を用 いて この連
鎖 を例証 で きる 。技術 発展の この連鎖は、技術政策 と科学政策 とを峻別 す る必要性 をも示唆 してい
る。(氏 は平成3年10月1日迄 、科学技術 政策研究所第2研 究 グルー プ総 括主任研究官 として在任)
最近 の動 き
II.研究 ノー ト
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1。 最 近 の動 き/CurrentTopies
○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
5/7(木)AlunHAnderson(米 サ イ エ ン ス 誌 編 集 者)
/11(月)ChoiYoung'-Hwan(韓国STEPI所 長)他
○講 演 余 響/LecturesatNISTEP
4/21(火)
/28(火)
5/8(金)
「光 ファイバーの開発」
小山内 裕(藤 倉電線研究開発 本部副本部長 ・基盤材料研究所長)
「生産技術の知識化」IMSに おける一考案
外山 守城(三i菱電機機電技術 部技術戦略担当部長)
「第五世代 コンピュー タの開発一未完の革命…・」
渕 一博(新 世代 コンピ ュー タ技術開発機構 常務理事 、研究所長)
〆バ
狂.研 究 ノー ト/ResearchNote
地域開発及び地域科学技術政策の重要性の高まりについて
第4調 査研究 グルー プ 特別研究員
ヨル ゴスeDeク リス トルー カス
今 日、地域 という観 点からの産業政策 、科学技術政策 がます ます重要 になって きてお り、この こ
とは広 く認識 されてい る。日本 における科学技術政策 の主要な 目的は 、遠隔地 もし くは開発の遅れ
てい る地域 にお ける知 的産業 の振興及 び一極集中型産業基盤の再配置一 地域間での機会均等及 び地
域開発 の促進一 であ った し、現在 もそ うで ある。
このよ うな政策 を実施す る必要性 とその進歩状況を調査す るにあたって 、各地域の人 口、地域 内
の人 口移動 、人 口構成 、収入及び雇用機会 に影響を及 ぼす改革 プロジェク トの評価 に焦点 をあて 、
い くつか の問題 点を提起 して いる。 また、細別部門における空 間的な多様化の速度 、産業化 レベル
における産業の分散 の プロセスと一点集中 の速 度の把握が 、分 析の焦点 となっている。
この研究の部分 的な 目的は以下 の通 りで ある。
a.地 域 的観点か ら、産業発展 プロセスの初期状況を表す 。
b.地 域 レベルでの この プロセスの副次効果(人 口 、収入 と機 会の均等な ど)を 検証す る。
C.時 系列で産業活動 の地理 的な分散の速度を把握す る。
d。 日本 の製造業の活動パ ター ンか ら逸脱 した地域を特定 し、その地域独 自の産業構造 を詳細 に表
す 。
?
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この分野の研究 はほ とんど質的なものなので 、出来 るだ け多 くの地域に 関す る公式 デー タを使用
し、調査 に基づいた量 的アプローチ と現象の測定を増強す る努 力が行 われ た。
調査 の第一段階では、以下の4つ の分野 を主 としてデー タを収集 した。
a)地 理 的特徴
b)人 口統計(人 口、年齢別構成 、転入人 口な ど)
c)所 得(部 門別GDPな ど)
d)産 業 の業績(製 造業 の産業中分類別事業所 数 、従業員数 、製造 品出荷額 、付加価値額)
罠 、。.
分析 の対象 となる期 間は、都道府県別の分類 を主に 、より近年 に焦点をあて、1960年 以降 と
した。また、都市部 ・周辺部 ・地方区分での地域別 ブロ ックまたは数県の グルー プ、も しくはテ ク
ノポ リス候補県 という単位で も分 析を行 った 。
調査結果(注1)か ら、日本での産業の急速 な発展 は都市部 で見受 けられ 、他の地域 は都市部に
追いつ くために絶 え間ない努力を してい ることが まず明 らかに なった 。(図1参 照)
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高度成長期には、地方は都市部に労働力を提供することなどで成長を支えたが、結果として過疎
化(図2参 照)と高齢化を招き、地理的な所得分布にも差異が生じた。
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この ような事実 によって 、日本の政策が1960年 か ら変 わ りは"じめ 、中央 に集 まった産業基盤の
再配置や地方経済の活 性化 を 目指 した計画 、企画 を数多 く含む政策が生 まれた。
しか しながら、再配 置は1970年 代半 ばまで順調に行 われ て きたが 、その後全般 的にペー スダ
ウンしてい る(図8参 照)。
Cv
l60
140
120
100
80
}
－A
--A今 '"一ー －A 一.【 ▼・,〉'・w▽ ～r'∨ ひ.^^'一
】,∨
自暴』
∨ 一
● ●一 一 一一"】"A～ ●一.方 【w「 、「「一 ,.,「A
1 ll 1 1
60 65 70 75
year
80 85 90
→employment+preduction+valueadded
RawDatasource:JapanStati8t.Yearbooks
G◎CJO3010N
さらに都市部の産業は その都市周 辺鄙 に主 に移 動 して お り、日本の南北 を縦軸 として設 けた地域 ブ
ロックそれぞれに対 して計算 され た分散を反映 で きず にい る。(図4参 照)
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また生産 と雇用の分散 の程度差 は常にあ ったが、1985年 以降 、また新 たに雇用 の分散 だけが
強 くな った。
?
?
?
、
生産 の方 は、その後 の雇用状況 の向上におけ る生産の ヒステ リシスによ ってある程度正 当化 され
るが 、これ らは日本の中心部 での産業構造 の新 たなサイ クルが生 じてい ることも示唆 している。つ
ま り地方部 では主 としてそれ ぞれ の伝統 的な生活関連部門 、基礎材料 もし くは原材料部 門を扱 って
お り、都市部 に比べて まだそ うした生産性 の高 い産業を受 け入れ る準備 が不足 してい る。(図5参
照)
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－方 、地域別産業上 の細別区分 のパ ター ンと国全体 におけるパ ター ンとの差異が減少 す る傾 向に
ある地域 は2--8しか ない 。(図6参 照)
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これは 、具体 的な地域 と時期 に起 こる強弱 ・機会 ・兆 しな どを確認 し、各地域の開発方策の利点
を過小評価 しない とい う前提 のも と、開発を進 め る力 には必ず反発 の力もあ るという事実 があ ると
い うことである。
この枠組 みのなかで、科学技術 政策の地域別方策は、よ り高 い生産性 、よ り高 い付加価値 を もっ
た産業活 動の支援 を進 めてゆ くこ とで 、遅れた地域の経済の活性化 に対 しよ り貢献 で きる可能 性を
もってお り、特 に今 日、 ポス ト産業経済 とい う国際的変化 のなかで 、科学技術 は新 しい機会 を賦与
す ることにな ると考 えられ る。
?
?
注1)デ ー タの詳細 は、G。D.ク リス トルー カス 「日本にお ける地域産 業構造及び製造業の再編
について」(「 第3回 国際 コンフ ァレンス」論 文集 よ り、1992年3月8-11日 於大磯 プ リ
ンスホテル)を 参照
?
皿 。研究 紹介/ResearchNote
競争と協調の適合性に関する研究:
日本の航空宇宙産業の事例
第1研究グループ
特別研究員 盧 昇溶
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第二次 世界大戦以降 日本 が成 し遂 げて きた技術 と産業の発展 は、公共政 策立案者や企 業家のみで
はな く、社会科学者達 にも大 きな衝撃を与 え、彼 らに思考の転換 を迫 って いる。換言すれば 、現在
まで世界 を支配 してきた欧米中心 の新古典主義 経済学(NeoclassicalEcononics)と自由論的政治
学 のパ ラ ダイム(LiberalParadigm)の普遍性 が再評価 されな ければならない ことであ る。
本研究 の目的は 、既存パ ラダイ ムの中で は両 立の難 しい競争 と協調 とい う企業行動パ ター ンがい
かに して 日本 においては可能で あったのか とい う問題 を理論的 に説明す る ことで ある。本研究の主
旨を要約 すれば 、日本 において は、経済主体(EconomicActor)間の関係 における 「合理性」
(Rationality)に関 して欧米 とは違 った理念 が歴史 的に形成 されて きたとい うことであ る。日本 の
市場行動 パ ター ンを記述す る 「秩序 のある市場 」あるいは 、 「過 当競争」の解決 、 「横な らび競争」
とい った表現は 、政府 を含めた市場行動主体 が共有す る哲学 的背景 を示 してい ると言 って も過言 で
はない 。 この命題 を検討す るために、本研 究では 、(1)産業界 における金融 と(2)研究開発 とい う二
大分野 について事例研究 を行 う。産業界 における金融(lndustrialFiRaRcing)につい ては既 にあ
る程度 の研究 を済 ませ た。
現在 は、研究開発の分野 について 、特 に航空宇宙産 業に集中 して分析 を行 う予定であ る。特 に、
本研究 で焦 点を置いて調査す るのは推進機 関の技術の発展 につ いてであ る。日本 は、近年 、H-n
ロケ ッ トを独 自に開発 す るほ どまでに航空宇宙 の分野 において も先進国 となった。こうい う輝 か し
い発展 の裏には 、外国技術の導入 があった 。しか し、これで全 てが説明 され るわけではない。最 も
重要 なこ とは、 日本の政府及 び企業が長期間に亘 って互いに競 争 しなが らかつ、協力 しなが ら築 き
上 げてきた明示 的あるいは暗黙の技術 とノウ ・ハ ウについての理解 を深め ることである。この一見
相反す る関係は 、競争 は激 い 、が相手 の 「首を切 る」(Cut-Throat)ほどの競争 ではな く、協力 し
て カルテルを形成する といったものでもなか っだ。これは、日本における資本主義形成以後に発展
して きた市場合理性を 、歴史 的背景 をもって理解 しな くては説 明で きない。本研究は 、このよ うな
事例研究 を通 じて 、非 欧米社会 としての 日本が提供 している市場資本主義 の新 しいモデルを構築す
ることを究極 目的 とす る。
W。 その 他/斑herTopiCS
○海外 出張報 告
第2研 究 グループの富沢研究 員は、1992年4月7日・》4月9日 までOECD本 部(パ リ)に お
いて開催 され たr科 学技術指標専門家(NESTI)会 合」 に出席 した。当会 合は、OECD加
盟国をは じめ とす る各国の専門家 による科学技術指標 に関す る国際的調整 、情 報交換 な どを目的
としてお り、ほぼ毎 年開催 され てい る。今次 の会合では 、(1)フラスカテ ィ・マニ ュアル(R&D
統計の適切な国際比較のためにOECDか ら発行 されているマニ ュアル)の 改訂 、(2)新たな指標
開発 、新たな統計の実施 に関す る国際的調整 、(3)各国および関連 国際機 関におけ る科学技術指標
活動 の報告 、の三つ が主要 なテーマであった 。(1)に関 して は、今次会合 での議論をふ まえたマニ
7
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ユアル案 の修正版 を6月 末 まで に各国に配布 し、次 回科学技 術政策委員会(CSTP)に おいて
1992年版 フラス カテ ィeマ ニ ュアルの公表に ついて承認 を求 め ることとなった 。(2)については、
技術革新 の調査を行 な うための基幹質問票案 、および研究開発成果の測定 に関す るマニ ュアルを
検討 した。これ らについては、事務局 に よる修正の後 、各国 に配布 され る予定であ る。(3)におい
て 、日本か ら、1991年9月に当研究所 が発表 した 「体系科学技術指標」(NISTEPReportNo.19)
の概要 について説明 した 。発表後 、英語版 を入手 したい との要望 が多数寄せ られ るな ど、日本 の
科学技術指標 に対す る関心 の高 さが窺 えた。また、会議終了後の4月10日には、富沢研究員 がO
ECDの 科学技術指標担当者 に対 し、 「日本 の科学技術指標 再考 」 とい う題の講演を行 った 。
○成果物の発行案内
1。 自然 科 学 系 研究 者 の バ ック グ ラン ド及 び 活 動 状 況 に 関す る調 査(調 査 研 究 資料:調 査 資 料20)
第2調 査 研究 グルー プ(木 庭敬 一 、石 山俊 誠 、長 浜 元)
2。 産 業 技術 基盤 を改 善 す るた め の戦 略 改 進 工 業 技 術基 礎 的戦 略(調 査 研究 資 料:調 査資 料21)
第1研 究 グル ー プ(何 翔 皓)
3.Analysisofthestructure。fenergyconsuptionandthedynamicsof
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